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事故事例から学ぶべきこと 

 ※「建物事故予防ナレッジベース」より転載 

 

 

（Ａ）安全・安心な建築デザイン（吉村英祐 大阪工業大学教授） 

 

１）序：安全・安心な建築デザインを目指して 

 (1) 安全と安心 

安全とは、人とその共同体への損傷、ならびに人、組織、公共の所有物に損害がない

と客観的に判断されること、安心とは組織や人の間で信頼が築かれており、自分が予想

していないことは起きない、何かあったとしても受容できると信じている状態である

（注 1）。すなわち、安心とは個人の主観的な判断に大きく依存するものであり、安全だ

けで安心は担保されない。 

さて、従来、建築の安全といえば地震、台風、洪水、火災（防火・避難）を思い浮か

べることが多かった。だが、附属池田小学校事件（2001 年 6 月 8日、児童 8人が殺傷）、

明石花火大会事故（2001 年 7 月 21 日、高齢者 9 人・子ども 2人の計 11 人が死亡）、六

本木ヒルズ自動回転扉事故（2004 年 3 月 26 日、6 歳男児 1 人が死亡）などの事件・事

故が頻発するようになり、生活環境の安全・安心への社会的関心が今までにない高まり

をみせている。 

 

 (2) ハインリッヒの法則に学ぶ 

アメリカの損害保険会社の技師であったハインリッヒは、自社の統計資料を分析した

結果、「ハインリッヒの法則」を見いだした（Industrial Accident Prevention-A 

Scientific Approach、1931 年）。ハインリッヒの法則には、「ドミノの法則」（注 2）と

「1:29:300 の法則」の二つがあるが、日常安全の分野では、後者がよく引き合いに出さ

れる。 

「1:29:300 の法則」とは、災害を起こす可能性がある事故件数 330 のうち 300 件は傷

害の発生がなく、29 件が軽傷を起こし、1件が重傷あるいは永久労働不能となるという

ものである（図 1）。この 300 件は「ヒヤリハット」（ひやりとした、はっとした経験）

とも呼ばれ、事故の要因分析や事故の発生予測に不可欠

な情報である。しかし、「ヒヤリハット」の情報は報告

するまでもないささいなこと、あるいは本人のミスが原

因であるとして積極的に収集・分析されることはなく、

また、その上の段階の重大な事故もニュースにならない

限り、社会に知られることはなかった。だが、事故情報

が共有されないと、有効な対策が講じられず、同様の事
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故が繰り返されることは、自動回転扉での事故例を見れば明らかであろう（注 3）。 

 

２）建築デザインと日常災害 

(1) 危険なデザインが生みだされる背景 

われわれの生活環境には、日常災害を引き起こす危険なデザインが潜んでいる（図 2）。

このようなデザインが生み出される背景としてまず考えられるのが、設計者の危険予測

能力の欠如である。これは、人体寸法・動作領域・運動能力・認知能力・視野・視点の

高さ等の人間工学に関する基礎知識や、それぞれについて個人差があることを十分に理

解していないこと、一般成人と比べて危機対応能力が低い子ども、高齢者、障害者等へ

の配慮不足などが背景にある。また、人間の行動法則（近道行動など）や行動心理に反

するデザイン、うっかりミス・思いこみ・勘違いを誘発するデザインも少なくない。 

次に、設計者の関心が見た目の美しさに集中し、ユーザーの立場に立った使いやすさ

や安全性への配慮が著しくかけていることがあげられる。だが、いくら見た目に美しい

デザインでも、いったんそれに起因する事故が発生すると、危険箇所に警告シールを貼

る、目立つよう色を塗る、改修・撤去するなどの事後対策が講じられた結果、見苦しく

なった例は、枚挙にいとまがない。 

 

(2) アフォーダンスと安全・安心 

アフォーダンスとは、「利用者によって発見される環境の資質、情報（行為の可能性）」

（J.J. Gibson）である（文 2）。水平面、斜面、横桟、格子、階段は、歩く、上る、座

る、横になる、置く、登るなどの、人間のさまざまな行為を“アフォード”する。 

人は、水平部分に物を置いたり上ったりする。吹き抜けに面した手すり壁の天端には

荷物や飲み物が置かれやすいが、うっかり物を落としたときには、きわめて危険である

（図 3）。その事後対策として、水平面を傾斜させたり丸めたりする事後対策が講じられ

るが、最近ではあらかじめ危険を予測し、事前対策を講じた事例が見られるようになっ

た（図 4）。 

アフォーダンスの考え方は、防犯対策にも有効である。登る・おりるという行為を“ア

フォード”する形態は、家屋への侵入行為を誘発する（図 5）。防犯設備を設置する以前

に、まず侵入されにくいデザインを工夫すべきであり（防犯環境設計）、防犯設備頼み

の設計は本末転倒である。 

 

(3)矛盾する要求条件 

建築の安全に対する要求条件が、対立・矛盾する場合がある。その解決には、相互の

関係や目的をふまえた総合的な判断が求められる。 

① 避難安全と防犯対策の矛盾 

バルコニーや屋外避難階段は災害時の重要な避難経路であるが、外部からの侵
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入経路にもなる。また、病院の病棟部のバルコニーは、患者が発作的に飛び降り

るおそれがあるとして、ふだんは出られないように、扉や窓の開閉を制限してい

るところがある。窓や扉の施錠管理を厳重にすればするほど避難時の解錠が困難

になるという矛盾は、ホテルや病院の設計において、しばしば問題になる。 

② バリアフリーと日常安全の対立 

高齢者や障害者のために設けた手すりに、子どもが足をかけて墜落する事故が

起こっている。ある高齢者施設のバルコニーは、屋内との段差をなくして車いす

でも出られるようにし、条例にしたがって二段手すりを取り付けたが、足がかり

となって危ないとの指摘を受け、手すりが使えないように「改善」された。 

車いすを考慮して歩道のコーナー部の段差を車道に合わせて切り下げると、視

覚障害者が歩道と車道の区別がつきにくく、警告用点字ブロックがないと、その

まま車道に出てしまうおそれがあり、また歩道切り下げは、歩道上への違法駐車

を誘発する。点字ブロックの凹凸は、車いすの通行に支障をきたす、歩行者がつ

まずいたり足を滑らしたりすることがある。 

 

(4) 消去のデザインの流行 

倉敷にある大原家の勝手口は土塀と完全に同化しており、観

光客はほとんど気付いていないであろう。消す対象は扉、窓、

壁、柱、階段、手すり、枠、点検口、目地、幅木、スイッチ・

コンセント類、照明器具、スピーカ、防災設備機器、溝蓋、文

字・サイン、そして建築本体にいたるまで多岐にわたるが、き

れいに消すためには、高度なデザインセンスと洗練されたディ

テールが必要である。 

「デザイン上、階段には手すりがない方が美しい」（文 3）、「抽

象的に見せるためには、ピカピカ仕上げにしたいことは、よく

あると思うのです。・・・壁だったらできるだけ薄くしていく。透明な空間は、できる

だけ透明な表現で統一したい。その欲望は常にあるはずです」（文 4）等の建築家のこと

ばに代表されるように、デザイン要素を極力減らす・なくす・消すことがデザインの潮

流となっている。そうして生まれるデザインは抽象性が高く、見た目にもすっきりして

いるため、一般にも人気が高い。 

 

(5) 消去のデザインの危険性 

消去のデザイン手法には、「同化」、「透明化」、「省略化」があり、目的に応じて使い

分けられる。問題は、ユーザーにその存在が知られていなければ、ユーザーの安全が損

なわれることである。特に、一刻を争う場合や、瞬間的な判断が迫られる場合に必要な

ものの存在を消すデザインは、危険要因となりうる。 
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① 同化による危険性 

防火扉、屋内消火栓、消火器ボックスの扉を周囲の壁と完全に同化させると、

緊急時にそれらの存在に気付きにくく、また平常時は扉の前に物を置く行為を

誘発する。（写真） 

 

  

 

 

 

周囲にとけ込ませて存在を消そうとするデザインも、使う場所によっては問題

が生じる。ステンレス鏡面仕上げの柱に車がぶつかる、シャッターのガイドレ

ールを納めたステンレス仕上げの柱に人がぶつかるなどの事故が、その一例で

ある。（写真） 

 

 

 

同じ素材・仕上げ・模様のパターンで仕上げることも、危険要因となる。段鼻

が見えない階段、床面と同じ仕上げのボラード（車止め)、池の底と池の縁や周

囲と同じ仕上げにしてある水深の非常に浅い池は、それぞれ踏み外す、はまる

（踏み入れる）、ぶつかる原因になる。 
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点字ブロックは、見えすいように黄色にしている場所が多いが、背景の色との

関係からは必ずしも黄色が最善とは限らない。また、黄色のラインは周辺の環

境になじまない、床のデザインを「破壊」するなどの批判がある（文 5）。かと

いって、完全に床に同化させるとラインが見えにくくなり、またその結果、ラ

イン上に物が置かれると視覚障害者の通行を妨げる。 

  

 

白で統一したデザインにも問題がある。ある公共施設では、真っ白の壁に真

っ白の箱文字で施設名が書かれてあった。また、ある集合住宅では、白いイン

テリアに合わせて消火器まで白く塗ってあったが、火災という一刻を争う時に

必要な物を目立たせなくてよいのだろうか。 

      

 

② 透明化による危険性 

建築の透明化の潮流は、窓や外壁だけでなく、内壁・床、浴室の扉にまでガラ

スを使う傾向として現れている。しかし、ガラスは使う部位を間違えると危険

であり、使用にあたっては細心の注意が必要である。ガラス壁があるのに壁の

向こう側と空間的につながっているように見えるデザイン、近道行動を誘発す

るデザインは、ぶつかり事故発生の要因となる。 

 

③ 省略化による危険性 

平成 14 年に建築基準法施行令第 25 条が改正され、「階段等における手すりの

設置の義務化」が明確に示されたが、改正以降も明らかにこの規定に違反して

いる建築（多くは個人住宅）がメディアに堂々ととりあげられている（注 4）。
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また、違反ではないが、縦桟・横桟の間隔が広い、支柱だけで桟がない階段の

手すりや吹き抜けに面した手すりをよく見かける。個人住宅の場合、階段に手

すりをつけるか否かは、施主の了解の上での自己責任であり、法律がそこまで

介入するのはなじまないとの意見を耳にするが、小さな子どもや高齢者がいる

家ではどうか、急勾配やすべりやすい階段、墜落・転落時の落差が大きい階段

でもなくてよいのか。手すりは安全だけでなく、安心のためにもあったほうが

よいし、安全な手すりをどうデザインするかが、プロの建築技術者やデザイナ

ーの腕のみせどころではないだろうか。 

 

３）典型的事故パターン 

(1) アフォーダンスと日常災害 

アフォーダンスとは、「利用者によって発見される環境の資質、情報（行為の可能

性）」（J.J. Gibson）である（文 5）。水平面、斜面、横桟、格子、階段は、歩く、

上る、座る、横になる、置く、登るなどの、人間のさまざまな行為を“アフォード”

する。 

人は、水平部分に物を置いたり上ったりする。吹き抜けに面した手すり壁の天端に

は荷物や飲み物が置かれやすいが、うっかり物を落としたときには、きわめて危険で

ある。その事後対策として、水平面を傾斜させたり丸めたりする事後対策が講じられ

るが、最近ではあらかじめ危険を予測し、事前対策を講じた事例が見られるようにな

った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 (2) 事故発生につながる行動的要因 

① 近道行動 

人は前方にコーナー部分や障害物がある場合、できるだけ内側を歩こうとす

るが、障害物の位置・大きさ・形状を見誤ると、身体の一部がそれに接触する
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ことがある。特に、視野外にある足元や頭上付近の出っ張りにつまずきやすい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 注視させるものの存在 

景色に目を奪われたり、目標とする場所が前方に見えていたりして、注意が

おろそかになりやすい場所に段差や突起物などの障害がある場合、段差につま

ずくなどの事故が起こりやすくなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 視野死角 

頭上付近と足元付近の視野外に障害物があってはならない。大人の目線で視

野内にある障害物でも、子どもや車椅子利用者にとっては視野死角に入ること

がある。 
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(3) 建物における典型的な危険箇所 

・足がかりになる形状 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ベンチの上の突起物 

 

   

 

 

 

 

 

 

・床面の凹凸 

  

 

 

 

 

 

 

 

・低い梁下・開口部上枠 
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・一段の段差 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

・わかりにくい段差 

  

 

 

 

 

 

 

 

・斜めの柱 

 

 

 

 

 

 

 

 

４）安全・安心な生活環境の実現に向けて 

危険なデザインの再生産という悪循環を断ち切るためには、設計者が危険なデザイ

ン事例やそれに起因する事故情報、事故をめぐる裁判事例等を共有し（注 5）、デザイ

ンに起因する事故発生の可能性を設計段階で予見して、事故の未然防止に努めなけれ

ばならない。その一助として、たとえば事故情報や、安全に配慮したデザイン事例の

データベースを構築し、広く一般に公開していくことはできないだろうか。安全を軽
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視したデザインに起因する事故を起こすたびに規制が強化されることは、設計者が自

分で自分の首を絞めることにつながる。建築のデザインに法的規制はなじみにくいが、

自動車や家電製品は、厳しい安全基準をクリアしつつ、美しく使いやすく安全なデザ

インを実現している。建築のデザインにも、安全に関する規制や基規準を逆手にとる

逆転の発想により、新しいデザインを生み出す攻めの姿勢が必要である。 

ユーザーや社会が要求する安全のレベルは、年々高まる一方である。建築技術者は、

それに誠実かつ的確にこたえ、安全性とデザイン性の両立に向けて努力することで、

安全・安心な生活環境をデザインしなければならない時代を迎えている。 
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（Ｂ）建築空間内での事故をめぐる法的責任のあり方と裁判事例の傾向 

（佐藤貴美 弁護士） 

 

＜はじめに＞ 

   近時は、建築物内で発生した事故に伴い、その所有者や管理者、設計者、施工者等

に対する法的責任の有無等が大きく報道される機会が多い。一見新たな事故に見える

ような事案も、過去の裁判事例では、類似の事案において判断が示されているケース

も少なくないところである。 

   本稿では、生活環境、とりわけ建築物内等で発生した事故に伴う過去の裁判事例を

概観し、コンプライアンス、リスクマネジメントの参考にしていただければと考える。 

 

１）建築空間内で事故が発生した場合の責任の概要①（法的根拠別） 

 (1) 民事責任 

① 工作物責任 

土地上の工作物（建物等）に瑕疵（通常有すべき安全性の欠如）があり、その 

瑕疵と事故による損害との間に因果関係が認められれば、建物所有者・占有者は

当該損害を賠償すべき責任を負う。この責任のことを「工作物責任」という。 

     工作物責任が問われるのは、第１次的には占有者であり、占有者が過失がない

こを証明できたときには、第２次的に所有者が責任を負う。この場合の所有者の

責任は無過失責任であり、建物の設置管理等に過失はない（十分に注意を払って

いた）場合でも責任を負う。 

②一般不法行為責任 

建物所有者等が、建物等の安全性に配慮すべき義務（安全配慮義務）を怠った 

過失に基づき損害が生じや場合、一般不法行為として損害を賠償すべき責任を負

う。 

 次の債務不履行責任と異なり、建物所有者等に注意義務違反の過失があること

などは、被害者側で証明しなければならない。 

③ 債務不履行責任 

建物所有者等との間に一定の契約関係にある者が事故により損害が生じた場合、 

当事者間の契約関係で建物所有者等が負っている安全配慮義務に違反したと評価

されるとき、その義務違反と損害との間に因果関係が認められれば、損害を賠償

すべき責任を負う。 

前の一般不法行為責任と異なり、被害者側が建物所有者等に債務不履行がある

ことを証明すれば足り、建物所有者側で過失がないことを証明できなければ、責

任が成立する（無過失であることが債務者の免責要件となっている）。 
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 原 因 契約関係   過    失 使用者の責任 

工作物責任 

（民法 717

条） 

建物等の瑕

疵（通常有す

べき安全性

の欠如） 

不要 ① 所有者 不要（無過

失責任） 

② 占有者 免責要件 

（無過失を立証でき

れば免責される） 

 

一般不法行

為責任（民

法 709 条） 

特定の人の

行為 

不要 必要 帰責要件 

（被害者側で過失を

証明する必要あ

り）。 

使用者責任（民法

715 条）が問われる

ことがある。 

債務不履行

責任（民法

415 条） 

特定の人の

行為 

必要 必要 免責要件（過失が

ないことを債務者

側で証明すれば責

任をのがれる） 

履行補助者の責任

として、使用者も

責任を問われるこ

とがある。 

 

 ※国賠責任 

   ちなみに、事故が発生した建物等が国、地方公共団体の設置・保存に属する場合に

は、国家賠償法に基づき国等の責任が問われることになる。 

    ・工作物責任   ⇒国家賠償法２条（営造物責任） 

    ・一般不法行為責任⇒国家賠償法１条 

   建物等の瑕疵や安全配慮義務違反の内容については、これらの国家賠償法に基づく

責任にかかる裁判例等も参考になる。 

 

 (2) 刑事責任 

事故原因につき加害者側の落ち度が大きく、法令で定められた犯罪に該当する場合 

には、加害者が刑事責任を問われることもありうる。建物等に起因する事故につき問

われる可能性のある刑事責任には、次のようなものが考えられる。 

ア 業務上過失致死傷（刑法２１１条） 

    刑法２１１条 業務上必要な注意を怠り、よって人を死傷させた者は、５年以下

の懲役若しくは禁錮又は５０万円以下の罰金に処す 

イ 業務上失火罪（刑法１１７条の２） 

刑法１１７条の２ 第１１６条（失火罪）の行為又は前条第１項（激発物破裂罪）

の行為が業務上必要な注意を怠ったことによるとき、又は重

大な過失によるときは、３年以下の禁錮又は１５０万円以下

の罰金に処する。 

ウ 個別法違反 
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 （例）消防法 補修命令義務違反 

→２年以下の懲役又は２００万円以下の罰金 

   これは、行政刑罰という形で課されることが多く、その場合は、行政責任と刑事

責任とが競合していることになる。 

 

(3) 行政責任 

   建物所有者等が、建物等の管理につき一定の業務を行なうに当たり行政の監督を受

ける立場にある場合、事故等がその業務遂行上の問題などに起因する場合において、

監督官庁などから当該業務の停止命令や、資格剥奪等の処分がなされることがある。

このような、当該業務を所管する行政庁から処分などを受けると言う形で責任を問わ

れる場合が、行政責任の問題である。 

 

２） 建築空間内で事故が発生した場合の責任の概要②（責任主体別） 

(1) 所有者の責任 

    ①一般不法行為責任（対第三者。対賃借人の関係でも成立するが、この場合(3)の

債務不履行責任が問われることが多い） 

      被害者が建物等をたまたま利用していた第三者（一般客など）である場合に

は、契約関係はないため、客に対する安全配慮義務違反等に対する一般不法行

為責任が問題となる。 

    ②工作物責任（対第三者） 

      事故の原因が建物等の工作物の瑕疵に基づくものであった場合、所有者は、

占有者（テナントなど）に責任がある場合を除き、工作物責任を負う。この場

合、前述したように、所有者が工作物の設置・保存に十分に注意していたとい

う「無過失」を主張しても、責任はのがれられない。その意味で、極めて重い

責任が課されることになる。 

    ③債務不履行責任（対テナント・特別な場合には対第三者） 

      テナント自体に被害が生じた場合は、賃貸借契約上の責任が問題となりうる。

また、特別な場合においては、所有者は第三者との間で具体的な安全保持義務

（安全配慮義務）を負うとし、その義務違反という形で債務不履行責任が問題

となる場合もありうる。 

    ④その他 

民事責任のほかに、消防法などの規定に基づき行政責任を問われることがある。 

    また、自らの過失行為により人を死傷させた場合などでは、刑事責任も発生しう

る。 

 

 (2) 占有者（賃借人等）の責任 
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①一般不法行為責任（対第三者） 

      被害者が建物等をたまたま利用していた第三者（一般客など）である場合に

は、契約関係はないため、客に対する安全配慮義務違反等に基づく一般不法行

為責任が問題となる。 

    ②工作物責任（対第三者） 

      事故の原因が建物等の工作物の瑕疵に基づくものであった場合、瑕疵がある

部分を占有している者は、工作物責任を負う。ただし、所有者の場合と異なり、

工作物の設置・保存につき過失がなかったことを証明できれば、責任をのがれ

ることができる。 

    ③債務不履行責任（対第三者） 

      特別な場合においては、所有者は第三者との間で具体的な安全保持義務（安

全配慮義務）を負うとし、その義務違反という形で債務不履行責任が問題とな

る場合もありうる。 

    ④その他 

民事責任のほかに、消防法などの規定に基づき行政責任を問われることがある。 

    また、自らの過失行為により人を死傷させた場合などでは、刑事責任も発生しう

る。 

 

 (3) 管理業者の責任 

   ①所有者及び管理者が法的責任を負い損害賠償をした後に、管理業者に求償するこ

と 

所有者等が第三者やテナントに対し工作物責任に基づき損害賠償責任を負担し

た場合、その所有者等は、他に瑕疵を存在せしめた原因者があるときは、その原

因策出者に対し「求償」することができるとされており（民法７１７条３項）、管

理業者が原因作出者である場合には、この規定に基づき所有者等から求償される

ことがある。ただし、この場合、管理業者等の行為が被害者との関係でも一般不

法行為に該当すること（注意義務違反等の過失があること）が必要であるとされ

ている。 

   

  ②所有者又は管理者が、設計者・施工者に対し契約上の責任を追及すること 

 建物所有者等と管理業者との間には管理委託契約が存在することが一般的であ

り、その法的性質は、委任ないしは準委任契約と解されている。 

  この場合、所有者との関係では、管理委託契約の内容に基づく契約責任か、一 

般不法行為責任が生じうる。所有者等に何らかの損害が生じた場合（上記のように

被害者との間で法的責任を負った場合を含む）、契約上の義務違反行為等があると

して契約責任（損害賠償責任）を追及される場合がある。 
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③被害者が直接に、管理業者に対し一般不法行為責任を追及すること 

対テナントや一般客との関係は、契約関係にないため、一般不法行為責任のみ

が問題となる。この場合、管理業者として、一般客等に対する安全配慮義務違反

の有無が問題になることが多い。 

 

    ④その他 

民事責任のほかに、自らの過失行為により人を死傷させた場合などでは、刑

事責任も発生しうる。 

 

(4) 設計者・施工者の責任 

①所有者及び管理者が法的責任を負い損害賠償をした後に、設計者又は施工者に求償

すること 

   イ 建物等の工作物の瑕疵を起因とした事故に対しては、工作物責任により、占有

者又は所有者が損害賠償責任を負うことが多い。しかし、当該責任に基づき被害

者に対し責任を果たした所有者等は、他に瑕疵を存在せしめた原因者があるとき

は、その原因策出者に対し「求償」することができるとされており、設計者また

は施工者が原因作出者である場合には、所有者等から求償されることがある。 

 ロ ただし、この求償が成立するのは、設計者等の行為が被害者との関係でも一般

不法行為に該当すること（注意義務違反等の過失があること）が必要であるとさ

れている。したがって、設計者等において事故発生に関連する過失がない限り、

当該責任は負わない。 

 

②所有者又は管理者が、設計者・施工者に対し契約上の責任を追及すること 

    設計者又は施工者は、建築物等の所有者との間で、委任契約または請負契約関 

係にある。所有者等に何らかの損害が生じた場合（上記のように被害者との間で

法的責任を負った場合を含む）、契約上の義務違反行為等があるとして契約責任

（損害賠償責任）を追及される場合がある。 

 

③被害者が直接に、設計者・施工者に対し一般不法行為責任を追及すること 

    被害者も、直接設計者・施工者に対し、不法行為を根拠に損害賠償請求をする 

ことが可能である。従来は、設計者または施工者は、重大な違法性がない限り、

直接に責任をとわれることはないとの下級審判例があっところである。 

しかし、平成１９年７月６日、最高裁は、「建築物の建築に携わる設計者、施

工者は、建物の建築に当たり、契約関係にない居住者等に対する関係でも当該

建物に建物としての基本的な安全性が欠けることがないように配慮すべき注
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意義務を負うとするのが相当である」とし、「設計・施工者等がこの義務を怠

ったために建築された建物に建物としての基本的な安全性を損なう瑕疵があ

り、それにより居住者等の生命、身体又は財産が侵害された場合には、設計・

施工者等は、不法行為の成立を主張する者が上記瑕疵の存在を知りながらこれ

を前提として当該建物を買い受けていたなど特段の事情がない限り、これによ

って生じた損害について不法行為による賠償責任を負うと言うべきである。」

と判断した。 

   すなわち、建物としての基本的な安全性を損なう瑕疵がある場合には、被害

者との間でも不法行為責任が成立すると解すべきであるとし、違法性が強度で

ある場合に限って不法行為責任が認められるとの見解を否定したところであ

る。 

 

   ④その他 

民事責任のほかに、建築士法などの規定に基づき行政責任を問われることがあ

る。また、自らの過失行為により人を死傷させた場合などでは、刑事責任も発生

しうる。 

 

 

３）裁判事例の傾向 

 (1) 「瑕疵」の捉え方 

建築物等内における事故の場合、建物に瑕疵（通常有すべき安全性の欠如）がある 

かどうかが法的責任の有無に大きくかかわってくる。 

そして、この瑕疵の有無は、一般的抽象的に捉えるのではなく、具体的・個別的に

判断されている。 

例えば、最高裁判所も、営造物責任の事例などで、営造物の設置又は管理の瑕疵と

は，営造物が通常有すべき安全性を欠いていることをいい，これに基づく占有者・所

有者の責任については，その過失の存在を必要としないとしつつ、営造物の設置又は

管理の瑕疵があったとみられるかどうかは，当該営造物の構造，用法、場所的環境及

び利用状況等諸般の事情を総合考慮して具体的，個別的に判断している（国家賠償法

２条に関する最高裁判所昭和４５年８月２０日第一小法廷判決）。 

これにより、建物等内での事故に係る裁判事例では、瑕疵の有無の基準、すなわち 

安全性の欠如の有無の基準は、建物等の利用目的による属性（例えば住居など特定の

者のみの利用が想定されるものか、商業ビルなど不特定多数の者の利用が想定される

ものかなど）、利用客の属性（例えば専ら高齢者などが使用するのか、酔客の存在が当

然予想されるのかなど）、予想される利用態様（例えばスポーツ施設において、単純な

レジャー用か、本格的な練習での利用が前提とされているかなど）によって、異なっ
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ている。 

 

 (2) 安全配慮義務の捉え方 

   建物等内で事故が発生した場合、建物所有者等の責任根拠としてもう一つ挙げられ 

るのが、安全配慮義務違反である。 

安全配慮義務違反は、 

① 事故の予見可能性をまず判断し、 

② それが認められれば、結果回避可能性があるか（どのような措置をすれば結果

が回避できたか）を考慮し、 

③ その結果として、当該結果回避の義務を怠ったことが過失に該当する 

と判断されることから、ここで配慮が求められる「安全」性についても、抽象的一

般的に決まるものではなく、具体的に、事故の態様や事故が発生した建物等の属性

に応じて検討されるものである。 

 

 (3) 建物等の利用目的・態様により要求される安全水準の相違 

   以上のように、建物等内での事故が発生した場合の責任の有無を左右する

「瑕疵」及び「安全配慮義務」のいずれにおいても、求められる安全水準は性の

基準は、その建物等の利用目的や利用態様等により異なる。以下に、利用目的や

利用態様ごとに、その大まかな傾向を整理してみよう。 
①住居内  

安全性の基準は、通常予測される居住者等の行動を基準として危険防止の設 

備をすれば足りるのが原則とされる。より具体的には、次のような判断が示さ

れている。 

イ 訪問者は想定されるが、特に居住者に対する以上に、訪問者に対して高度

の注意義務のもとに安全性の確保が要求されるものではない。 

ロ 住居設備は、利用の多様性、居住の快適性、便宜性といった要請を満たす

必要があること、居住者自身の自由な選択を前提とするものである。したが

って、住居としての通常の用法からは容易に予期しえない危険が生じる場合

や、予期された危険を防止するため日常生活の場としての利用が著しく妨げ

られたり、その防止に加重な負担を強いられるなどの特段の事情がない限り、

「入居者の危険回避行動を期待し、それを前提として施設設備の安全性を検

討すること」は許容される。 

ハ 専ら身障者、高齢者等の利用に供する目的で設置されている建物ないし設

備でない場合には、専らこれらの者が利用するという特段の事情ないし合意が
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ない限り、これらの者の安全性を完全に確保した施設設備までは要求されない。 

 

②マンション敷地など、住居に附属し、不特定多数人が比較的自由に利用できる 

箇所 

(1) よりも高度な注意義務が課され、例えば目的・用途外使用の実例が過去に 

多くある場合などには、万が一遊びに使用された場合でもそれに対する安全性

を確保するための設備を施したり、使用禁止等の注意・警告がないと、瑕疵や

安全配慮義務違反の過失が認められることがある。 

 

③商業施設・ホテル等 

多数の顧客の出入が予想される以上、利用される顧客に対し安全性が確保され 

た設備を用意し、あるいは安全性を確保するように管理して建物設備等を提供

すべきであるとて、それを満たさない場合には瑕疵ないし過失ありとされる傾

向が強い。 

      とりわけ、酒等を提供する施設等（ホテル・旅館・居酒屋等）の場合は、一

般の事務所用ビルとは異なり、酩酊客の存在なども想定した安全対策を施して

おくことが要求される傾向にある。 

 

④病院 

      一般の事務所等とは異なり、様々な疾病や怪我等により日常の行動能力を有 

さない利用者の存在を前提に、高度の安全性が要求される。ただし、患者が通 

常は予測できないような行動にでるを想定しての安全性までは要求されない。 

 

⑤プール等の遊戯・スポーツ施設 

      利用客の属性（大人専用か、幼児等も入場可能か）、予想される利用態様（例

えば飛び込み台を設置し飛び込み練習での利用を前提としているかなど）など

の具体的事情に応じて、個別的に安全性を評価する傾向にある。 

 

(4) 過失相殺（被害者側の過失の斟酌） 

     一般的に、被害者が当該施設を通常の使用方法に従って使用していた場を除き、

何らかの落ち度があることが多い。この場合、損害に対する責任の公平な分担の観

点から、被害者側の過失を考慮し、「過失相殺」として、賠償額を減額することにな

る。 

一般的に、２割程度の過失相殺が認められる傾向があるが、下記のようなケース

ではさらに被害者側の過失割合が多くなり、５割以上の過失相殺となる傾向にある。 

― 292 ―



    ただしその一方で、建物等の瑕疵ないし安全配慮義務違反の程度が大きい場合には。

公平の観点から、被害者側に多少の過失があったとしても過失相殺をしない場合も

ある。 

 

①被害者が幼児の場合 

       幼児の場合には親の監視監督義務が強く要求され、目を放した隙に事故にあ

った、あるいは一人で行動している幼児を放置していた場合には、当該義務違

反として重大な過失として斟酌される。 

 

②被害者が未成年の場合 

      小学生の段階では、例えば施設設備を本来の目的以外の遊具として使用して

事故にあった場合などにおいては、親権者がそのような行為をしないよう注意

をし、現実に当該行為をしようとする場合には止めるなどの措置を講じなかっ

たことが、重大な過失として斟酌される。 

      一方中学生以上であれば、自身も十分に危険を予見して回避する等の事理分

別能力があるとして、自身の過失が斟酌され、自ら危険を招くような行動に対

しては、重大な過失として斟酌される。 

 

    ③被害者が飲酒状態の場合 

      飲酒酩酊により通常の注意能力、運動能力を欠いている状況にあるときに事

故にあった場合、飲酒と事故との間に因果関係があれば、重大な過失として斟

酌される。 

 

    ④被害者が高齢者の場合 

      日常的に、あるいは事故に遭遇した行動時において一定の介助が必要とされ

ていた場合においては、当該介助行為がなかったことが被害者側の重大な過失

として斟酌される。 

 

(5) 因果関係 

①自然力との競合 

     事故の発生が大地震や大型台風などの通常予測できない自然力により直接的に

は事故が発生したとしても、建物等に瑕疵が存在していれば因果関係は否定され

ない。自然力と瑕疵の存在のそれぞれの損害に対する寄与度を検討し、責任割合

が決定される。 

過去の裁判例では、自然力と競合した場合、当該自然力の「損害への寄与度」

を５割と評価し、損害賠償額を５割減額するという判断がなされる例がある。 
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②被害者側の異常行動 

   被害者側に異常行動があって事故が発生した場合であっても、施設設備の瑕疵

等があれば、損害との因果関係は否定されない（法的責任は認められる）。 

ただし、被害者側の異常行動は、瑕疵（通常有すべき安全性の欠如）の有無の

判断において、「当該異常行動を前提とした安全性を有することまでは求めること

はできない」として瑕疵または過失の存在を否定する要素として検討される。ま

た、瑕疵の存在が認められた場合でも、上記４の過失相殺の中で相当程度評価さ

れる。 

 

(6) 裁判所が所有者、管理者等の側で講じた安全対策として評価する事情 

裁判所は、事故が発生した場合、法的責任の根拠となる施設設備側の瑕疵又は過失

の有無を評価するに当たっては、施設設備側がどのような安全対策を講じているかを

検討する。安全対策として評価するのは、主に以下のような項目である。 

   ア 建築関連法規等にしたがっていること 

   イ 業界内で共通認識されている基準等にしたがっていること（業界団体の指針、

監督官庁の通達、ガイドラインなど） 

   ウ 具体的な事故対策（危険防止）の取り組み 

     ・危険箇所への立ち入りが容易にできないような設備の設置 

・危険行為の禁止等の警告・注意書の掲示等 

・高度な危険が内在する施設設備においては、人的な監視体制の確保 

・専ら特定の会社等の従業員等のみの利用に供される施設等であれば、安全教

育の実施状況 

・その他建物の利用目的、利用状況に応じ通常予想できる範囲内での危険への対

処 
実際に事故が発生し、その法的責任の有無を問う場合、まずはアの建築関連法規 

に従っていることが求められ、建築関連法規の基準すら満たしていない場合には、 
瑕疵ないし過失が認められる。 

一方で、建築関連法規に従っているからといって、それだけをもって責任が否

定されることはなく、更にウの具体的な取り組み状況を精査した上で責任の有無、

瑕疵ないし過失の有無が判断されるる。その際には、具体の安全対策のレベルと

して、イの基準も考慮される。 
 

(7) 過去に同一施設で同種の事故があった場合 
なお、上記の安全対策の評価において一般的には瑕疵ないし過失はないとされるケ

ースにおいても、過去に同一施設で同種の事故（ヒヤリ・ハットを含む）が発生して

― 294 ―



いた場合には、事故発生の予見可能性ありとされることになり、それに対する十分な

対策を講じていないことが瑕疵ないし過失ありとされることがあることにも留意す

る必要がある。 
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